
年金相談ツール 「年金秘書」

【平成 22 年度 改定率算定表 】

0.986  基準年度以後 特例改定率 0.986

※ 以下の３項目を乗じたもの ①×②×③ 0.974

（名目手取り賃金変動率）

第１号の物価変動率 ① 0.986

前年の消費者物価指数　 ÷ 前々年の消費者物価指数
平成21年 平成20年

100.3 101.7

※　ただし 平成22年 及び 平成21年 の被保険者期間に対しては反映されない。

第２号（イ÷ロ）の３乗根となる率 ② 0.990
（実質賃金変動率） イ÷ロ

イ２年前年度の標準報酬額等平均額 ５年前年度の標準報酬額等平均額 0.971
平成20年度 平成17年度

394,500 ÷ 399,148 0.988

（標準報酬額） （標準報酬月額）

ロ ２年前年の物価指数　 ５年前年の物価指数　
平成20年 平成17年

101.7 ÷ 100.0 1.017

第３号（イ÷ロ）の率 ③ 0.998
（可処分所得割合変化率）

イ 0.910 －  平成 19 年１０月１日の厚生年金保険料の２分の１0.0750 0.8350

ロ 0.910 －  平成 18 年１０月１日の厚生年金保険料の２分の１0.0732 0.8368

 （前年度評価率×可処分所得割合変化率） 平成22年
当該年度の再評価の改定率 0.974 0.998 0.972

 （可処分所得割合変化率） 平成21
前年度分の再評価の改定率 0.974 0.998 0.972

（物価変動率×可処分所得割合変化率） 平成20年
前々年度の再評価の改定率 0.974 0.984 0.958

（物価変動率×可処分所得割合変化率） 平成19年
３年前の年の再評価の改定率 0.988 0.984 0.972

（注意）
○改 定 率

 ① 名目手取り賃金変動率＜１，物価変動率＞名目手取り賃金変動率のとき ＝ 物価変動率
   ただし、物価変動率＞１のとき ＝ 1

 ② 物価変動率＞名目手取り賃金変化率、名目手取り賃金変動率≧１のとき ＝ 名目手取り賃金変動率

○基準年度以後改定率

 ① 物価変動率＞名目手取り賃金変化率、名目手取り賃金変動率≧１のとき ＝ 名目手取り賃金変動率
 ② 物価変動率＞１，名目手取り賃金変動率＜１のとき ＝ １

×


